様式第33号（第55条関係）

督　　促　　状

　住所

  氏名　　　　　　　　　　　様

	年　　　度
	　　　　　　　　年度
	期　　　別
	

	納付目的
	

	納　期　限
	　　　　　年　　月　　日

	金    　額
	    　                円

	延　滞　金


	　板倉町税外諸収入の督促及び延滞金の徴収に関する条例第４条により　計算した金額

	指定期限
	        　年　　月　　日

	上記の金額が未納になっておりますから、指定期限までに納付してください。

　　　　　年　　月　　日

                                            板倉町長　　　　　　　　　印



	１　納期限の翌日から納付の日までの期間に応じ、表記金額（1,000円未満の端数が

　あるとき、又はその全額が2,000円未満であるときは、その端数金額又はその全額

　を切り捨てます。）につき年14.6パーセント（当該納期限の翌日から１月を経過す

　る日までの期間については、年7.3パーセント）の割合をもって計算した金額に相

　当する延滞金額が加算されます。

　（注）当分の間の措置として、延滞金を計算する割合は次のとおりとします。

　　　　　　　年　月　日以降　年14.6パーセント　→　年　　パーセント

　　　　　　　　　　　　　　　年7.3パーセント　 →　年　　パーセント

２　指定期限までに完納されないときは、地方税の滞納処分の例により、滞納処分を

　受けることになります。

３　この督促について不服があるときは、この督促状を受け取った日の翌日から起算

　して30日以内に町長に対して文書で異議申立てをすることができます。

　　この督促状の取消しを求める訴えは、決定の送達を受けた日の翌日から起算して

　6か月以内に町を被告として提起することができます。

　　処分取消しの訴えは、異議申立てに対する決定を受けた後でなければ提起できな

　いこととされていますが、次のいずれかに該当するときは、決定を経ないでも処分　の取消しの訴えを提起することができます。

　　①異議を申立てた日から3か月を経過しても決定がないとき

　　②処分、処分の執行又は手続きの続行により生ずる著しい損害をさけるため緊急

　　　の必要があるとき

　　③その他決定を経ないことについて正当な理由があるとき

４　この督促状を発した日の数日前に納付された場合、行き違いで本状が届くことが

　ありますが、この督促状は自然無効となりますので、あらかじめご了承ください。


（備考）
　１　当分の間の措置としての延滞金の割合は、板倉町税外諸収入の督促及び延滞金の徴収に関する　　条例附則第2項により算定し記載する。
　２　地方自治法第231条の3第3項の規定に該当しないため、地方税の滞納処分の例により処分す　　ることができない場合にあっては、この様式中2を削り、3を2とし、4を3とする。
